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はじめに 

 

 

これまで、審査官と出願人側（代理人、代理人がいない場合は出願人本人や知

的財産部員など。以下、「代理人等」という。）との間で行われる面接や面接に代

わる電話等による連絡は、意匠登録出願の審査手続を円滑に進める上での有効

な手続として行われてきました。 

また、平成１８年度に弁理士法の改正がなされ、その際、産業構造審議会弁理

士制度小委員会の議論の中で、代理人行為について明確化が行われました。 

そこで、特許庁では、出願人側応対者の要件について明確化を行い、審査官と代

理人等との面接あるいは面接に代わる電話等による連絡のあり方についても、

合理性ある面接を適切に行うことによって、より一層の円滑な意思疎通と審査

手続の効率化に資するべく「面接ガイドライン【意匠審査編】」の策定を行いま

した。 

 

一方、意匠権の活用がより重要となる中、国際的に信頼され、世界に通用する

高品質な意匠権は、グローバルな事業展開を保障し、イノベーションを促進する

上で不可欠なものとなっています。そのためには、審査官と代理人等とのコミュ

ニケーションや相互理解を深め、納得感の高い結論を得ることが重要であり、こ

れまで以上に面接を拡充していくことが求められています。特に、地方創生の一

環として、地域ユーザーと審査官とのコミュニケーションを充実させ、地域イノ

ベーションの推進を図るため、平成２８年度には INPIT 近畿統括本部が設置さ

れ、また、社会全体としてテレワークが浸透する中で、電子メールの活用等、コ

ミュニケーションの充実化も課題となりつつあります。 

 

以上のような近年の状況変化を踏まえ、代理人等との面接を積極的に活用す

ることにより、審査官と代理人等との間の意思疎通を円滑に行い、安定した権利

の付与に資することを目的として「面接ガイドライン」の見直しを行いました。 

 

今回見直した「面接ガイドライン【意匠審査編】」を有効にご活用いただき、

適切な面接が行われることを期待しております。 
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１．面接の概要 

 

 

１．１ 面接とは 

 

この「面接ガイドライン」でいう「面接」とは、審査官と代理人等とが意匠登

録出願の審査に関わる意思疎通を図るために行う面談を意味します。 

また、意匠登録出願の審査に関わる意思疎通を図るために行う「電話・電子メ

ール等（以下、「電話等」という）による連絡」は、上記「面接」に準ずる手続

として取り扱います。 

 ただし、①面接日時や場所の調整、面接の出席者等の連絡といった事務連絡、

②審査進行状況伺い等、出願内容に関わらないものについては、上記意思疎通を

図るためのものではないので、「面接」には含まず、本ガイドラインは適用され

ません。 

 

 

１．２ 出張面接とオンライン面接について 

 

 面接には、特許庁庁舎で行うもののほか、①出張面接と②オンライン面接があ

ります。 

 

① 出張面接 

出張面接は、全国各地に審査官が出張して面接を行うものです。出張面接を行

う会場は、原則として、特許庁が用意する出願人の所在地付近の会場や、INPIT

近畿統括本部の会議室等を用います。なお、出願人が希望する場合においては、

出願人が使用する建物内等での出張面接を実施することも可能です。 

 

② オンライン面接 

オンライン面接は、インターネット回線を利用して行う面接です。参加する場

所に制限はなく、出願人や代理人等が自身の PC等から面接に参加して、審査官

とコミュニケーションを図ることができます。 

 

なお、代理人等が、複数の異なる場所からオンライン面接に参加することは可

能であり、また、出張面接にオンラインで遠方の開発者や代理人等が参加するこ

とが可能な場合もあります。 

 

オンライン面接で利用できない Web アプリケーションがあります。詳細につ

いては意匠課企画調査班にお問い合わせください。 
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１．３ 面接の代表例とその概要 

 

面接の代表的な例とその概要は以下のとおりです。 

 

（１）本願意匠の特徴を説明するための面接 

 

代理人等が、審査官に対して、出願意匠の属する分野、先行意匠と比較した

場合の出願意匠の特徴等を説明するものです。 

 

（２）本願意匠と先行意匠との対比説明のための面接 

 

代理人等が、審査官に対して、本願意匠と審査官が拒絶理由において引用し

た先行意匠、あるいは自ら発見した先行意匠とを対比説明し、併せて、本願意

匠と先行意匠との相違点や当該相違点に基づき本願意匠が登録要件を満たす

ものである旨の主張等を整理して説明するものです。 

 

上記（１）及び（２）の際、代理人等は、本願意匠の内容を、適宜、願書の記

載及び添付図面等以外の資料を用いて説明することも可能です。 

 

（３）願書の記載及び添付図面等の補正案等を説明するための面接 

 

代理人等が、手続補正書、意見書、協議の結果届等の書類の作成に際して、

特許庁へ提出する前に、事前に審査官にその案を説明するものです。 

 

この際、審査官が、代理人等から願書の記載及び添付図面等の補正案等につ

いて意見を求められた場合、適正な補正等がなされるよう、可能な範囲で補正

の示唆等を含め意見（例えば、補正案が先に通知した拒絶の理由を解消するか

否か等）を述べることが推奨されます。この補正案等に対する審査官の意見は、

面接時におけるものであり、例えば、面接後に新たな事実、証拠を発見した等

の場合には、見解が変わることもあり得ます（「５．５ 面接後の手続及び留

意事項」の項参照）。 

なお、最終的な補正書等の記載は、あくまでも出願人の意思と責任に基づい

て決定されるべきものです。 

 

 

２．面接が可能な期間 

 

面接が可能な期間は、原則、出願から査定までの期間です。 
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３．面接の依頼と受諾 

 

 

３．１ 面接の依頼 

 

面接の依頼は、代理人等又は審査官から行います。その際には、事前に面接を

行う趣旨や内容、希望日時を具体的に相手方に伝える必要があります。 

連絡の手段は、電話・電子メール、上申書（参考１）のいずれかを用います。

電子メールで担当審査官に面接の依頼をする場合は、代理人等の氏名・所属、出

願番号、電話番号、及び、面接希望である旨を記載してください。また、電子メ

ールの件名は例に従い記載してください。（例：「面接希望 意願 2023-999999」） 

拒絶理由通知に対する意見書では、面接の依頼を行うことはできません。 

 

（１）代理人等が面接の依頼を行う場合 

以下のいずれかにより、面接の依頼を行います（括弧内は連絡の手段1）。 

 

① 担当審査官（電話・電子メール2、上申書） 

② 意匠課審査支援管理班（電話） 

③ INPIT近畿統括本部（電話） 

④ 全国の経済産業局等知的財産室（電話） 
 

ただし、急ぎの面接を希望される以下の場合には、それぞれに示した手段でご

連絡ください 。 

・既に拒絶理由通知がされた出願： 

 拒絶理由通知書に記載された担当審査官まで、電話にてご連絡ください。 

・まだ拒絶理由通知がされていない出願： 

 意匠課審査支援管理班まで、電話にてご連絡ください。 

 

なお、オンライン面接の依頼にあたっては、電子メールのアドレスが必要です。 
 

※代理人等が面接の依頼を行う場合としては、例えば、以下に示すものが挙げられます。 

・ 補正案により記載不備が解消されたことの主張及び根拠の説明をする場合 

・ 補正案による補正が、出願当初の願書の記載及び添付図面等の要旨を変更しないこ

との主張及び根拠の説明をする場合 

・ 意見書案により出願意匠が引用意匠に類似しない又は引用意匠から容易に創作でき

たものではないことの主張及び根拠の説明をする場合 

・ 出願意匠の特徴に関する説明をする場合 

 

 

 

 
1 電話による連絡先は 18ページ参照。 
2 電子メールアドレスは、●●●@jpo.go.jp（「●●●」に置き換えて、「PAisho-shinsa」

と入力ください）。 
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（２）審査官が面接の依頼を行う場合 

 

① 代理人が選任されている場合は、当該代理人に対して依頼を行います。 

 

② 代理人が選任されていない場合は、出願人（代表者、知的財産部員、創作

者等）に対して依頼を行います。 

 
※審査官が面接の依頼を行う場合としては、例えば、以下に示すものが挙げられます。 

・ 添付図面等の内容が明確でない等の理由により、その内容を面接により確認したい

と審査官が判断した場合 

・ 願書の記載又は添付図面等の補正等の示唆をすることにより、代理人等が審査官の

見解をより一層理解できると審査官が判断した場合 

・ 審査室の長（審査長・上席総括審査官）が、審査官が代理人等と面接を行うことは

納得感の高い結論を得るために必要であると判断した場合 

 

 

３．２ 面接の受諾 

 

（１）代理人等から面接の依頼があった場合 

 

① 代理人等からの面接の依頼があった場合、審査官は、原則、面接の依頼を

受諾します。ただし、面接の依頼に対し、審査官が審査室の長（審査長・

上席総括審査官）と協議した結果、面接の趣旨を逸脱するおそれがあるな

ど面接の依頼を受諾することが適当でないと判断した場合には受諾しな

いことがあります（「７．不適切な面接の事例」の項参照）。面接の依頼を

受諾しないと判断した場合、審査官は、代理人等に、面接の依頼を受諾し

ない理由を電話等で連絡するとともに、面接を受諾しない理由を記載した

応対記録（「６．２ 電話等による連絡時の手続」の項参照）を作成しま

す。 

 

② 審査着手時期に至っていない出願について面接の依頼があった場合、審査

官又は案件の属する審査室の長（審査長・上席総括審査官）は、電話等に

より、審査着手時期に至っていないこと及び審査着手時期の目安を回答し

ます。代理人等は、目安として回答された審査着手時期に、再度、面接の

依頼を行います。審査官又は案件の属する審査室の長（審査長・上席総括

審査官）は、回答の内容に基づいて応対記録を作成します。 

 

（２）審査官から面接の依頼があった場合 

 

 審査官は、代理人等の合意を得た上で面接を行います。なお、代理人等が依

頼に応じなかった場合には、その回答内容に基づいて応対記録を作成します。 
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４．面接の出席者等 

 

４．１ 出願人側応対者の要件 

 

面接における出願人側応対者は、その面接内容が意匠審査に関わる内容に及

ぶことから、責任ある応対をなし得る者であることが求められます。責任ある応

対をなし得る者とは、１）出願等の手続についての知識と、２）当該出願に関わ

る意匠についての知識を有し、更に、３）当該出願の処分についての出願人の意

思を的確に表示できる者をいいます。 

なお、①面接日時や場所の調整、面接の同席者等の連絡といった事務連絡、②

審査進行状況伺い等、出願内容に関わらないものは、「面接」に含まれないため、

出願人側応対者の要件を満たさない者でも行うことが可能です。 

 

（１）代理人が選任されている場合3 

 

当該代理人（ア．指定代理人、イ．出願人又は復代理人の選任権を有する代

理人から、審査官との面接についての委任を受け、これを証する書面（委任状）

を持参する弁理士を含む。）と面接を行いますが、その際、上記趣旨に照らし、

できる限り代理人のうち当該案件を直接担当している担当弁理士4と面接を行

います。 

この際、弁理士事務所員については、面接の同席を許容しますが、選任され

た代理人に助言する場合に限られ、審査官側応対者（「４．３ 審査官側応対

者」の項参照）と直接的に意思疎通を図ることはできません。代理権を有しな

い弁理士も弁理士事務所員と同様です。 

一方、出願人本人、又は出願人本人以外の責任ある応対をなし得る知的財産

部員等については、同席して審査官側応対者と直接的に意思疎通を図ること

が可能です。 

なお、やむを得ない事情5がある場合は、出願人本人又は出願人本人以外の

責任ある応対をなし得る知的財産部員等が面接の依頼や応対を行うことを例

外的に可能とします。この場合は、面接後の手続を円滑に進めるため、出願人

本人又は知的財産部員等と上記代理人との間で連絡を取ります。 

 
3 弁理士法人が代理人として選任されている場合には、４．２（４）も参照してくださ

い。 
4 特許庁では、ホームページ等を通じて、担当弁理士の明確化をお願いしています。弁理

士法人が代理人の場合や、複数の代理人が選任されている場合には、面接を合理的に進め

る上でも、担当弁理士の明確化にご協力をお願いします。担当弁理士は、「代理人のう

ち、特許庁の審査官からの質問又は照会に応ずることを主として担当する者（代理人が弁

理士法人の場合は、特許庁の審査官からの質問又は照会に応ずることを主として担当する

弁理士）」としています。 
5 代理人が病気により面接への応対ができない場合や、複数の関連する案件について面接

を合理的に進めるため、出願人本人や、責任ある応対をなし得る知的財産部員等と面接を

行うことについて事前に審査官の了解が得られた場合を想定しています。 
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（２）代理人が選任されていない場合 

 

原則、出願人本人と面接を行います。ただし、出願人本人が法人の場合であ

って、当該法人の知的財産部員等が責任ある応対をなし得る者である場合に

限り、知的財産部員等と面接を行うことが可能です。 

 

上記（１）又は（２）の場合において、出願の代理人や法人である出願人の代

表者若しくは知的財産部員等については、必要に応じて、身分証明書等により、

本人確認を行います。ただし、出願人側応対者として責任ある応対をしていない

と審査官が判断した場合は、審査官は面接を中断し、適切な対応を求めます。 

 

 また、（１）、（２）のいずれの場合も、創作者等が同席することは妨げません。

同席する創作者は、審査官側応対者と直接的に意思疎通を図ることが可能です。 

 

 

４．２ 委任状 

 

（１） 委任状が必要な場合6は、面接の都度、各出願について提出する必要があ

ります。ただし、複数の出願について同日に面接を行う場合は、複数の出願

番号が記載された一通の委任状を、そこに記載された一の出願番号の出願の

面接時に提出し、他の出願番号の出願の面接時にはその謄本に当該委任状の

提出に関わる事件の表示をして提出してもかまいません。 

 

（２） 委任事項の内容は、出願番号を特定した上で、例えば、「令和 年 月 

日の特許庁審査官との面接」とします（参考２－１、２－２参照）。また、委

任状の作成日は面接を行う日以前の日付とする必要があります。提出された

委任状は面接記録（「５．２ 面接時の手続」の項参照）に添付されます。 

 

（３） 出願書類に記載されている代理人は、委任状を提出する必要はありませ

ん。また、出願書類に記載されていない代理人であっても、包括委任状が既

に特許庁に提出されている場合には、委任状の提出は不要です。この場合、

包括委任状を援用する旨を事前に審査官に連絡し、面接時に包括委任状番号

を審査官に伝える必要があります。 

 

（４） 弁理士法人が代理人として選任されている場合、当該弁理士法人に所属

する弁理士は、委任状を提出する必要はありません。ただし、出願書類等に

 
6 復代理人を選任する場合、面接審査の委任状が必要です。また、当該復代理人を選任し

た者が代理人である場合には、当該代理人が復任権（復代理人を選任する権利）を有する

ことを示す委任状の提出も必要となります。ただし、後者の委任状は、既に包括委任状が

提出されている場合は不要ですので、前者の委任状に包括委任状番号を記載したものを提

出してください。（この場合、包括委任状を援用する旨を事前に審査官に連絡してくださ

い。） 
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担当弁理士が記載されていない場合には、審査官は、応対する弁理士が前記

弁理士法人に所属することを日本弁理士会のウェブサイト等で確認します。 

 

 

４．３ 審査官側応対者 

 

面接は、審査を担当する審査官が応対します。審査を担当する審査官以外にも、

当該案件に関わる審査官（補）、審査室の長（審査長・上席総括審査官）及び審

査室の長が適切と認める審査官（補）等（以下、「審査官側同席者」という。）が

同席する場合があります。 
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５． 面接の手続 

 

 

５．１ 面接の事前準備 

 

（１）出願人側応対者の事前準備（共通事項） 

 

① 出願人側応対者は、必要に応じて面接資料（面接の目的及び主張したいポ

イント等を記載した資料、補正案、先行意匠の掲載された文献等）を作成

し提供することができます7。特に補正案については、事前に審査官に送

付することにより、面接の効率化が図れる場合があります。なお、面接資

料としてひな型、見本、カラー写真又は着色のある原稿等を提示する場合

は、面接終了後に当該物件を審査業務部出願課に提出できるように、物件

提出書を準備することが推奨されます。 

 

② 復代理人（「４．１ 出願人側応対者の要件」の項参照）等、審査官との

面接について委任状が必要な場合は、委任状を準備します。 

 

③ 出願人側応対者は、面接の出席者等を事前に審査官に連絡します。 

 

④ 出願人側応対者は、面接に必要な資料を面接に持参します。情報セキュリ

ティの観点から審査官は未公開書類を庁外に持ち出すことができません

ので、公開されていない出願について出張面接を行う際には、出願人側応

対者が、面接に必要な未公開書類を、審査官分も含めて持参します。 

 

（２）出願人側応対者の事前準備（オンライン面接特有の事項） 

 

① オンライン面接に参加するためには、以下の機器等が必要です。 

・パソコン 

・インターネットの接続環境 

・ウェブカメラ 

・ヘッドセット（あるいはマイクとスピーカー） 

 

オンライン面接の詳細は、特許庁ウェブサイト（ホーム＞ 制度・手続

き＞ 特許＞ 審査＞ 面接審査＞ オンライン面接システムを用いた

面接について）に掲載されています8。 

 

 

 
7 面接資料を提出する場合は、面接記録の続葉として電子出願包袋中に格納（以下、「電子

化」という）できるように、日本工業規格Ａ列４番の用紙を用います。 
8 https://www.jpo.go.jp/system/patent/shinsa/mensetu/telesys_mensetu.html 
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② 面接の依頼後、オンライン面接の時間が確定したら、出願人側応対者の電

子メールアドレス宛てに、特許庁から招待メールが届きます。招待メール

には、オンライン面接の開催日時や招待 URLが記載されます。なお、オン

ライン面接で利用する Webアプリケーションによって、ウェブカメラの設

定や接続確認などのシステム準備のため、審査官と合意した開始時刻より

も早い時刻が開催日時として設定される場合があります。 

 

③ 招待メールに示された開催日時以降、招待 URL へのアクセスが可能です。

招待 URLへアクセスし、ウェブサイト上の会議室へ入室します。 

 

（３）審査官の事前準備 

 

① 特許庁庁舎で面接を行う場合、審査官は、面接に先立って出願人側応対者

の事前登録を行います。 

 

② 審査官は、面接前に、出願書類や面接記録用紙等を準備し、出願書類等を

精査することにより、出願意匠や拒絶理由の内容を確認します。 

 

③ 審査官は、審査官側同席者がいる場合、面接を行う前に出願人側応対者に

連絡します。 

 

 

５．２ 面接時の手続 

 

（１） 事前に通知した面接の内容に沿って、出願人側応対者と審査官が面接を

行います。出願人側応対者は、必要に応じて、持参した面接資料を使用しつ

つ説明することもできます（面接資料の取扱いについては、「５．４ 面接

資料の取扱い」の項参照）。 

 

（２） 審査官は、必要に応じて、身分証明書等により出願人側応対者の本人確

認を行います。 

 

（３） 審査官との面接について委任状が必要な復代理人等を出席させる場合

であって、その委任状に不備がある場合、審査官は、当該委任状を受け取ら

ず、当該者の出席を拒否することができます。ただし、出願人側応対者が不

備のない委任状を事後的に提出することを確約したときは、出席を許可する

こともできます。この場合、審査官は、委任状が再提出されるまで面接記録

を手元に保管します。 

 

（４） 審査官は、面接終了時に、以下の要領で面接記録を必ず作成します。 
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① 面接記録用紙に出願番号、面接日時、審査官側応対者の氏名、出願人側応

対者の氏名とともに、面接内容（補正案の説明、意見書の補足説明など）

及び面接結果（面接における意見交換で得られた結論）等を記入します。 

 

② 審査官は、面接終了時に面接記録を作成し、その記載内容について出願人

側応対者の確認を得た後、その写しを出願人側応対者に渡します。オンラ

イン面接の場合、審査官は面接記録の記載内容について出願人側応対者

の確認を得た後、出願人側応対者に電子メール等で送付します。 

 

③ 出願人側応対者が面接記録への自署を希望する場合は申し出てください。

オンライン面接の場合、審査官が自署した面接記録を出願人側応対者に

電子メール等で送付し、出願人側応対者は送付された面接記録に自署し、

審査官に電子メール等で返信します。 

  ※出席者が希望しない限り、氏名欄に自署を行う必要はありません。 

 

（５） 面接後、審査官により作成された面接記録（委任状、面接資料（電子化

するもの）等を含む。）は、意匠登録された場合に公衆の閲覧に供されるこ

ととなります。 

 

（６） 自由な意見交換を妨げるおそれがあることから、面接時の内容を録音・

録画することはできません。 

 

 

５．３ 面接記録の記載 

 

面接記録は、面接の目的、内容及び結果などを記載することにより、当該記載

内容について、面接を行った審査官及び出願人側応対者の確認が得られている

ことを示し、この両者によって確認された事項に基づいて、その後の審査手続を

円滑に進めることを目的として作成されるものであり、第三者に対しては、面接

の透明性を担保するものです。 

したがって、審査官は、面接記録を作成する際に、出願人側応対者及び第三者

が面接の目的、内容及び結果を把握できるよう具体的に記載します。また、面接

記録の記載内容については、出願人側応対者に確認します。 

 

例：出願人側応対者は、提示した補正案（添付参照）により、先に通知した拒

絶の理由は解消する旨主張し、審査官もこれに同意した。出願人側応対者

は、本補正案と同内容の手続補正書を提出する。 

例：審査官は、提示された補正案（添付参照）では、○○図と○○図が整合し

ないと指摘した。出願人側応対者は、審査官の指摘を踏まえて、意見書及

び手続補正書を作成し提出する。 
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５．４ 面接資料の取扱い 

 

（１） 面接資料として提示されたもののうち、審査官が面接時に審査判断に必

要と考えたものについて、出願人側応対者は、面接記録の添付書類又は出願

に関わる提出物件として提出します。提出物件（書面以外の見本等）の場合、

出願人側応対者は、物件提出書とともに審査業務部出願課の窓口に提出しま

す。オンライン面接において提示された面接資料が書面の場合、出願人側応

対者は審査官に事前連絡の上、電子メール等で審査官に送付します。 

電子メールで送付する場合、電子メールの本文には補正案等の内容は記載

せず、面接資料は、ＰＤＦ形式等の添付ファイルとして、審査官が指定する

電子メールアドレス宛てに送付してください。 

 

（２） 審査官は、面接記録に当該資料を用いて面接を行った旨を記載します。

この際、必要に応じて、電子化およびイメージ入力できる範囲の面接資料の

要部（文献の代表ページ、図書の目次、ひな形の説明・図面等）の複写物の

みを添付書類とすることもあります9。 

 

（３） 出願人側応対者は、面接資料として電子ファイルを用いた場合であって、

面接後に審査官から当該面接資料の提出を求められた場合、当該面接資料を

審査官の指定する方法で提出します。 

 

（４） 提示された面接資料のうち、審査官が審査判断に必要ないと考えたもの

については、原則として出願人側応対者に返却します。面接記録には、当該

面接資料の提示を受けたものの審査判断に必要ないと考えるので出願人側

応対者に返却した旨を記載します。 

 

 

５．５ 面接後の手続及び留意事項 

 

（１）出願人側応対者の手続 

 

① 出願人側応対者は、面接時に回答を保留した事項がある場合、面接時に約

束した回答期限までに電話により回答します。 

 

② 拒絶理由通知に対する応答期間内に面接を行った場合は、出願人側応対者

は、面接記録に記載された面接結果に基づいて必要な応答書類（意見書、

手続補正書等）を作成し応答期間内に提出します。 

 

 
9 意匠公報等の、第三者が容易に入手可能な頒布刊行物は、通常、面接記録としての電子

化を行いませんが、面接に必要なメモ等を当該頒布刊行物に記入した場合は、電子化を行

うため、審査官は必要な部分のみを意匠課審査支援管理班に提出します。 



- 13 - 

 

③ 面接終了後に、やむを得ぬ事由により面接記録に記載された面接結果と異

なる応答をせざるを得なくなったような場合には、出願人側応対者は、電

話により、当該事由を審査官に速やかに連絡します。 

 

④ 面接の内容を前提として、意見書の記載内容を簡略化することはできませ

ん。 

 

（２）審査官10の手続 

 

① 審査官は、面接時に回答を保留した事項がある場合、面接時に約束した回

答期限までに電話により回答します。 

 

② 審査官は、面接記録に記載された結果を尊重して、面接後の審査手続を進

めます。その際、面接記録及び提出された意見書の記載を考慮します。 

 

③ 面接後に新たな事実や証拠を発見した等の理由により、面接記録に記載さ

れた面接結果と異なった判断や処分をすることとなった場合は、当該理由

について電話によって出願人側応対者に連絡した上で、その後の審査手続

を進めます。 

 

 
10 面接後に新たに案件を担当した審査官も含みます。 
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６．電話等による連絡 

 

代理人等から電話等による応対の依頼があった場合、審査官は、原則、受諾し

ます。ただし、審査官が審査室の長（審査長・上席総括審査官）と協議した結果、

面接の趣旨を逸脱するおそれがあるなど電話等による応対を受諾することが適

当でないと判断した場合には受諾しないことがあります（「７．不適切な面接の

事例」の項参照）。 

また、出願人側応対者は、審査官が作成する応対記録の記載内容について事前

に確認することができます。 

 なお、補正案等の送付を希望している出願人側応対者は、電子メール等によ

り補正案等を送付することも可能です。その場合には、出願人側応対者の責任

の下で行ってください。 

 

 

６．１ 出願人側応対者及び審査官側応対者の要件 

 

出願の審査に関わる意思疎通を図る場合には、電話等による連絡においても、

出願人側応対者は、応対者としての要件（「４．１ 出願人側応対者の要件」の

項参照）を満たす必要があります。この要件を満たさない者からの連絡があった

場合には、出願人側応対者としての要件を満たす者からの連絡を要請する、又は

委任状の提出を求める等の対応を行います。 

また、審査を担当する審査官や案件の属する審査室の長（審査長・上席総括審

査官）が電話等による連絡に応対します。ただし、当該案件に関わる審査官補が

代わって応対する場合があります。 

 なお、出願人側応対者は、電子メール等により補正案等を送付する場合、必ず

事前に電話又は電子メールで審査官（補）にご連絡ください。ただし、急ぎの場

合は、電話で審査官（補）にご連絡ください。 

 

 

６．２ 電話等による連絡時の手続 

 

（１） 審査官は、出願書類や応対記録用紙等を準備します。 

 

（２） 審査官は、出願人側応対者との間で意匠登録出願の審査に関わる意思疎

通を図るために電話等による連絡を行った場合は、応対記録を必ず作成しま

す。作成された応対記録（電子メール等による提出書類も含む）は、当該出

願について意匠登録を受けた場合、公衆の閲覧に供することとなります。 

 

（３） 審査官は応対の都度、応対記録を作成します。ただし、一の応対事項に

ついて複数回の連絡を行った場合には、一の応対記録にそれらの連絡をまと

めて記載することがあります。 
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（４） 出願人側応対者は応対終了時に、当該応対記録の記載内容について確認

することができます。出願人側応対者が、応対記録の記載内容の確認を要請

した場合、審査官は、応対記録を意匠課審査支援管理班に提出する前に、電

子メール等により出願人側応対者に送付します。当該出願について意匠登録

を受けた場合、当該応対記録は公衆の閲覧に供されます。 

 

（５） 当該審査に関わる審査官補が応対した場合、審査官補は、審査官から応

対内容についての確認を得た後、審査官補から出願人側応対者に回答します。 

 

 

６．３ 応対記録の記載等 

 

応対記録は、面接記録同様、応対の内容や結果などを記載することにより、出

願人側応対者や第三者が閲覧などによって当該記載内容を確認することを可能

とするとともに、手続の透明性を担保するものです。 

したがって、審査官は、応対記録を作成する際に、応対の内容や結果を、出願

人側応対者及び第三者が把握できるよう具体的に記載します。 

応対資料の取扱い、応対後の手続及び留意事項は、それぞれ「５．４ 面接資

料の取扱い」、「５．５ 面接後の手続及び留意事項」と同様です。 

 

 

６．４ 提出資料（補正案等）について 

 

 提出資料は、応対記録の続葉として電子ファイルに格納され、閲覧やJ-

PlatPatからの照会（登録公報が発行された場合）などにより第三者に提供さ

れます。 

 したがって、提出資料を電子メールで送付する場合、電子メールの本文には

補正案等の内容は記載せず、提出資料は、PDF形式等の添付ファイルとしてく

ださい。提出資料は、応対記録の続葉として電子ファイルに格納されます。 

 提出資料が大量にある場合等に、審査官は、出願人側応対者に対して審査業

務部出願課への物件提出を依頼することがあります。 

 

６．５ 留意事項 

 

電子メールでご連絡いただいた場合、受領した旨のメール連絡をさせていた

だきます。メール送付後、翌日から数えて２開庁日経過時点で受領した旨のメー

ル連絡がない場合には、電話にてご確認ください。 

電子メールにて補正案の確認を依頼する場合、電子メールの件名は例に従い

記載してください。（例：「補正案の確認依頼 意願 2023-999999」） 
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７．不適切な面接の事例 

 

審査官が審査室の長（審査長・上席総括審査官）と協議した結果、面接の趣旨

を逸脱するおそれがあるなど面接の依頼を受諾することが適当でないと判断し、

面接の依頼を受諾しない、あるいは中止する場合があります。代表的な事例は、

以下のとおりです。 

 

ａ．審査官に対して事前連絡がない場合 

 

例：事前連絡なく来庁して面接の依頼を行う場合 

例：事前連絡なく電子メール等で補正案を送付する場合 

例：審査官に事前連絡できない合理的な理由もなく、面接当日の約束時間に

相当遅れた場合であって、その結果、審査官の応対が困難になった場合 

 

ｂ．出願意匠が登録になるか否かについて問い合わせる場合 

 

ｃ．特許庁への手続が可能な期間内の面接であって、代理人等が具体的な案を

準備していない場合 

 

例：拒絶理由通知に対する応答期間内の面接において、具体的な補正案や意

見書案を準備していない場合 

 

ｄ．面接の依頼や具体的な意見書案が審査官に示された時点で、特許庁への手

続期間が極端に短く、審査官が十分に検討できないと判断した場合 

 

例：意見書の提出期限の間近に面接の依頼を行い、審査官に意見書案につい

ての見解等を求める場合 

 

ｅ．上申書に面接を希望する旨のみが記載されており、面接を行う具体的な趣

旨や内容が記載されていない場合 

 

ｆ．２回目以降の面接の依頼であって、代理人等の予定している問合せ内容が、

前回の内容と実質的に同じものと審査官が判断した場合 

 

ｇ．審査官が面接の依頼を受諾し、面接を開始したものの、その内容が本来の

面接の趣旨を逸脱している場合 

 

例：出願内容に関係なく、意匠制度や手続の説明が面談内容の中心となった場

合（この場合、審査官の判断により途中で面接を中止し、相談機関（例え

ば、INPIT（独立行政法人工業所有権情報・研修館）の公報閲覧・相談部等）

等を紹介します） 
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ｈ．代理人等と適切なコミュニケーションが図れない場合 

 

例：電話により補正案の検討をしていたが、円滑な意思疎通ができず、かえっ

て誤解等を生じるおそれがあると審査官が判断した場合（この場合、電話

による応対を中止し、改めて面接を行う等、別の手段を示唆します。） 

例：審査官が外国語の通訳を要請したにもかかわらず、出願人側が当該要請に

応じない場合 

 

ｉ．面接を開始したものの、出願人側応対者の中に、責任ある応対をなし得る

者がいないと審査官が判断した場合（この場合、面接を中止し、応対者の

要件を満たす者が面接に出席するよう、出願人側に要請します） 

 

ｊ：短期間に複数回の面接の依頼を行った場合 
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●本面接ガイドライン【意匠審査編】に関する問合せ先 

 

□特許庁審査第一部意匠課 企画調査班 

電話 ０３－３５８１－１１０１（内線２９０７） 

 

●面接の依頼に関する問合せ先 

 

□特許庁審査第一部意匠課 審査支援管理班 

電話 ０３－３５８１－１１０１（内線２９０５） 

 

 □ＩＮＰＩＴ 近畿統括本部 事業推進部 

電話 ０６－６４８６－９１２３ 

 

□北海道経済産業局知的財産室 

電話 ０１１－７０９－５４４１ 

 

□東北経済産業局知的財産室 

電話 ０２２－２２１－４８１９ 

 

□関東経済産業局知的財産室 

電話 ０４８－６００－０２３９ 

 

□中部経済産業局知的財産室 

電話 ０５２－９５１－２７７４ 

 

□近畿経済産業局知的財産室 

電話 ０６－６９６６－６０１６ 

 

□中国経済産業局知的財産室 

電話 ０８２－２２４－５６８０ 

 

□四国経済産業局知的財産室 

電話 ０８７－８１１－８５１９ 

 

□九州経済産業局知的財産室 

電話 ０９２－４８２－５４６３ 

 

□内閣府沖縄総合事務局知的財産室 

電話 ０９８－８６６－１７３０ 
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参考資料 
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参考１ 

 

【書類名】 上申書 

【提出日】 令和  年  月  日 

【あて先】  特許庁審査官 ○○○○ 殿 

【事件の表示】 

 【出願番号】 意願○○○○－○○○○○○号 

【上申をする者】 

  【識別番号】   ○○○○○○○○○ 

  【住所又は居所】 ○○○○○○○○○○○○○○○○○○ 

  【氏名又は名称】 ○○○○○○株式会社 

 （【代表者】）   ○○○○○        

【代理人】 

  【識別番号】   ○○○○○○○○○ 

  【住所又は居所】 ○○○○○○○○○○○○○○○○○○ 

  【氏名又は名称】 ○○○○○       

【上申の内容】 

本願の査定前に、審査官との面接を希望します。 

面接希望内容は以下のとおり。 

・意見書の内容についての補足説明。 
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参考２－１ 

 

委任状 

令和  年  月  日 

 

私こと、弁理士 ○○○○ をもって代理人とし、下記の件につき、令和  年  

月  日の特許庁審査官との面接を委任します。 

 

 

記 

 

１．意願○○○○－○○○○○○号 

 

 

住所 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○○○ ○ 

株式会社 ○ ○ ○ ○ 

代表者 ○○ ○○ 
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参考２－２ 

 

委任状 

令和  年  月  日 

 

私は、弁理士 ○○○○（識別番号    ） をもって復代理人とし、下記の

件につき、令和  年  月  日の特許庁審査官との面接を委任します。 

 

 

記 

 

１．意願○○○○ － ○○○○○○ 

 

 

 

 

           代理人 

識別番号 ○○○○○○○○○○ 

住所 ○○○○○○○○○○ 

弁理士  

氏名 ○○ ○○ 

包括委任状番号 ○○○○○○○○○○ 

 


